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いじめって何だろう？ ～ いじめの認知 ～ 
 

  平成２４年７月に、滋賀県大津市の自殺事案についての報道があり、社会が総がかりでいじめに対峙し

ていくため、基本的な理念の確認と、体制を整備する法律の必要性が叫ばれました。そして、翌年の９月

に「いじめ防止対策推進法」が施行されてから、もう４年が経ちました。 

それまでのいじめの定義は、「自分より弱い者に対して一方的に、身体的・心理的な攻撃を継続的に加え、

相手が深刻な苦痛を感じているもの」や「当該児童生徒が、一定の人間関係のある者から、心理的、物理

的な攻撃を受けたことにより、精神的な苦痛を感じているもの」とされてきました。 

しかし「いじめ防止対策推進法」では、「児童生徒に対して、当該児童生徒が在籍する学校に在籍してい

る等当該児童生徒と一定の人的関係にある他の児童生徒が行う心理的又は物理的な影響を与える行為（ イ

ンターネットを通じて行われるものを含む。）であって、当該行為の対象となった児童生徒が心身の苦痛を

感じているもの」と定義されました。すなわち、①「児童生徒が心身の苦痛を感じている」②「心理的又

は物理的な影響を与える行為の事実」があれば、いじめとなるのです。以前のように「自分より弱い者に

対して一方的に」や「継続的に」「深刻な苦痛」などの要素は含まれていないのです。 

 

私たち教師は、今までの自分の体験や指導の経験から、いじめに対してその人なりの概念をもっている

可能性があると思います。例えば「このくらいは、いじめではないだろう。」「まだ、からかいのうちだろ

う。」「お互い様ではないか。」などです。しかし、教師がそれぞれの基準でいじめかそうでないかを判断し

ていると、対応がばらばらになってしまい、学校内で組織としての対応ができなくなってしまいます。私

たちがもっているそれぞれの概念をいったんリセットして、①「子どもが心を痛めている」、②「その起因

となる行為の事実があった」の２点でとらえ直さなければなりません。そして、学校が組織として把握し

（いじめの認知）、見守ったり、必要に応じて指導したりして、解決につなげることが重要だと思います。 

私は以前、「これをいじめとしたら、毎日いじめ報告をしなければならない。」「１年間でいったい何件の

いじめ認知をしなければならないか。」と思っていました。学校現場では、子ども同士の小さなトラブルは

よくあることだからです。しかし、過去のいじめ事案を見ると、いじめはほんの些細なことから予期せぬ

方向に推移し、自殺等の重大な事態に至ることもあるのが現実です。よく「いじめの兆候が見られる」と

言いますが、その兆候自体もいじめとして認知しなければならないと考えるようになりました。 

 

いじめを「０」にするといった心は、絶対になくしてはいけません。そして、いじめ防止に学校全体で

取り組んでいかなければなりません。いじめはどの子にも、どの学校でも起こり得るという考えをもち、

いじめが起こった時には素早い対応をし、深刻ないじめにならないよう、常に危機意識をもっておくこと

が大切だと思います。また、解決を急ぐあまりに、いじめに関わった子ども達の気持ちがないがしろにな

ってしまいがちです。いじめた子、いじめにあった子、周りで傍観していた子、それぞれの気持ちにしっ

かり寄り添い、解決に向けて対応することが大切だと考えています。 

 

最後に、「いじめの認知」とは、いじめかそうでないかが問題ではなく、「子どもが苦しんでいるから解

決したい」という思いで、「学校全体が組織的に、いち早くその苦しみの解消に向けた取組のスタートライ

ンに立つこと」なのではないでしょうか。 

（ 学校教育課 指導主事 木村 信人 ） 
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今年度は、１０名の先生に個人研究を委嘱しました。自分の研究主題に基づいて１年間研究を積み重ねた

成果は、平成３０年１月２５日に計画の佐賀市教育研究発表会で発表の予定です。佐賀市の先生方の教師力

向上に資す内容で、参考になる取り組みがたくさんあると思いますので当日はぜひお出かけください。 

学校名 氏 名 分 野 研  究  主  題  等 

勧興小 岩本扶巳 特別活動 自己有用感を高め、主体的な学びを高めるための学級集団づくり 

赤松小 矢川亮太 特別活動 自分の思いを表現し、よりよい学級･学校生活を創ろうとする子供の育成 

神野小 渡辺剛史 理科 自然の事物・現象のおもしろさに自ら関わろうとする子どもの育成 

西与賀小 髙木公裕 国語 言語活動を通して、国語の力を育む単元学習の展開 

高木瀬小 竹下敏史 特別活動 「全力」で生活をよりよくしようとする児童の自己評価力の育成 

高木瀬小 福田あや 保健 子どもの自己管理能力を高めるための救急処置活動 

北川副小 野中亮彦 特活・国語 主体的に聞くことができる子供の育成 

北川副小 松永亮 特別支援 特別な支援を必要とする児童の力を引き出す指導の工夫 

春日小 峰翔次朗 国語 主体的に生き生きと自分の思いや考えを伝え合う授業づくり 

城北中 手島将之 社会 主権者意識を育てる社会科授業の設計 

 

 ３８名の初任者の先生も、指導教員や先輩の先生方に支えられて研修をがんばっておられます。 

校内における年間１５０時間の研修と１３日～１４日の校外研修を計画に沿って行いますが、 

何よりも職場の先輩に学ぶことが多いと思います。行事の多い２学期ですが、一つ一つの 

行事や研究授業をやり遂げるごとに、初任者の先生方も子供とともに成長されることと思 

います。学校全体で初任者を育てる気運を盛り上げ、些細なことでもいいので、初任者の 

先生にはぜひ声をかけてくださるようお願いします。（教育研究所指導員 大久保美奈子） 

 

■部落差別解消に向けた取組を■■■■     
毎日うだるように暑い夏休みでした。各小中学校においては子どもたちへの補習授業や宿泊学習、部活動

指導、それに研修会等で本当に忙しい夏休みを過ごされている中に、「人権・同和教育校内研修会」の時間を

つくっていただき、真摯に研修いただいたことに感謝申し上げます。 

昨年は、「障害者差別解消法」「ヘイトスピーチ対策法」「部落差別の解消の推進に関する法律」と人権に関

する法律が次々と施行されました。これは裏を返せばこの社会において人権侵害や差別があっているという

ことです。 

昨年１２月に「部落差別解消推進法」が施行されたことは部落差別が今も存在するということを国が認め、

明治の解放令から１４６年、同和対策審議会答申から５２年経った今も部落差別があっていることを示して

います。そして「部落差別解消推進法」には、その内容、手法に配慮しつつ部落差別解消に向けての教育と

啓発をしていくよう明記されています。 

同和対策特別措置法が２００２年に終了し、同和問題はもう終わったかのように捉えている人も少なくあ

りませんが、「差別は見ようとしないと見えてきません」。これまで「寝た子を起こすな」的な考えがありま

した。このことは、その立場に置かれた人たちに「隠して」「我慢する」ことを強いることであり、大きな精

神的負担や苦痛を与えていることに気づかぬまま放置することにつながりかねません。 

今回の法律では「部落差別」という言葉が使われ、これは「寝た子を正しく起こす」ことを意味していま

す。子どもたちにこの問題を正しく理解させ、差別や偏見に直面したとき、差別に対し、間違っていると言

える反差別の行動力を身に付けさせることが重要です。そして、差別は差別する側の問題であることを全児

童生徒に教え、差別解消へ向けて取組んでいく覚悟が今、学校教育や社会教育に求められています。                          

                            

 

 

（学校人権・同和教育指導員 桑原玄二） 


